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はじめに
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第5次評価報告書（AR5）では、全世界が現状と同レベルの温室効果ガス

（GHG）を排出し続けると、2100年までに、産業革命前以前と比べておよそ4℃の気温が上昇するというメッセー
ジを発信しました。仮に気温が4℃上昇してしまうと、社会活動や経済活動などの人間が生きていく上で必要な自然
資本に対して壊滅的な被害を与え得る異常気象、希少種の絶滅、世界的または地域的な食糧問題などの気候変動によ
る様々なリスクを増大させる可能性があります。また科学者たちは、気温上昇を2℃に抑えるために、GHGの排出量を
2050年までに2010年の水準と比べて40 ～ 70%に削減し、2100年には排出をほぼゼロにする必要があると警鐘してい
ます。これらのメッセージを勘案すると、政策決定者たちは直ちに気候変動に対する行動を起こしていくことが求められています。

定量的な評価ツールは、気候変動や持続可能な開発に関連した政策決定過程において、ますます重要度を増しています。定量的な評価ツールは、
政策の効果が持続可能な開発の重要な要素である社会、経済、環境に対する便益や損失に関して有益な情報を提供してくれます。近年では、先進
国及び発展途上国が自主的に決定する約束草案（INDC）が、気候変動の交渉での主要な論点になっています。各国においては、自国の草案の達成
にむけて、技術や経済に関する事項を定量的な情報に基づいて評価することが重要となっています。目標達成のためにどのような政策支援が必要
であるのかを定量的な根拠を用いて特定することが主要な課題となっている持続可能な開発目標（SDGs）のような持続可能性の議論においても、
同様のことが言えます。

低炭素ナビは、エネルギーとGHG排出に関する関係性を様々なシナリオに基づいて定量的に予測するツールであり、日本の気候変動政策の策定
に向けた支援を目的としています。日本はGHG排出に関する野心的な目標を掲げたものの、福島第一原子力発電所の事故以降は、エネルギー安
全保障問題が重大な課題となっています。また、日本はエネルギー政策、温暖化政策に関する政策を決定する岐路に立っていると言えます。すな
わち、エネルギー消費量減少や、エネルギー供給部門における脱炭素化をどのように達成するか検討し、実行することが求められています。特に、
どのような発電技術を用いて電力を供給するかという問題が大きな要素となっています。低炭素ナビはこれらの問いに対して、市民一人一人が科
学的な知見に基づいたエネルギーシナリオを描くことを可能とするプラットフォームを提供しています。

低炭素ナビは、英国版2050パスウェイ•カリキュレーターの枠組みを取り入れて構築されています。英国版カリキュレーターは、2010年に英国
エネルギー開発•気候変動省（DECC）によって開発・公開されました。2012年のバンコクにおける国際的なワークショップにて英国版カリキュ
レーターを初めて目にした際に、エネルギー安全保障と温暖化対策に関する議論を促すために、日本においても本ツールが十分に役立つと確信致
しまた。バンコクからの帰国直後には、研究グループを立ち上げ、DECC並びに英国大使館には技術的な支援、日本環境省には財政的な支援の下で、
およそ1年で日本版カリキュレーターである低炭素ナビを開発致しました。また、様々な関係者と議論を進めながら、2014年6月、IGESが横浜
で毎年主催している持続可能なアジア太平洋に関する国際フォーラム（ISAP）にて、低炭素ナビを公式に発表することができました。
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英国版カリキュレーターは、簡素で、透明性が高く、使いやすいという特徴から、英国における政策決定者、各産業の専門家、一般市民の間で幅
広く活用されるに至るまでに、それ程長い時間は要しませんでした。このような強力なツールが日本やその他の国々でも次々に開発されていると
いうことは注目すべき事象に値します。また、国レベルでの排出パスウェイだけでなく、都市、企業、研究者がそれぞれの目的に応じた、簡素か
つ透明性の高い排出パスウェイを作成する機運が高まっています。低炭素ナビチームも、このようなニーズに答えていくよう励んでおり、今後も
一層、エネルギーと温暖化政策について、トップダウン的な視点だけに留まることなく、ライフスタイル、エネルギーシステム、二酸化炭素の排
出量など、様々な視点から政策を議論していくボトムアップのアプローチを支援していく次第です。

公開されている低炭素ナビは、国レベルの排出パスウェイの計算を対象としていますが、今後も都市レベルの排出パスウェイや他国の排出パスウェ
イの計算に一層に取り組んでまいります。

本プロジェクトを実施するにあたり、科学的・実用的見地から助言を頂いた日本の専門家及びDECCの2050カリキュレーターチームに謝意を表
します。また、本プロジェクトの推進にご協力頂いた、駐日英国大使館および日本環境省に深く感謝いたします。

また、IGESが本研究レポートを出版できたことを大変嬉しく思います。本レポートは低炭素ナビを使用するにあたって、計算条件や使用方法をわ
かりやすくまとめたものです。本レポートでは、複数のパスウェイの事例を挙げています。本レポートが低炭素ナビの使用者の理解を深め、迅速
に使うための一助になれば幸いです。

森　秀行
公益財団法人　地球環境戦略研究機関　所長
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序文
我々に残されたカーボン・バジェット（気候素安定化するために排出してよい温室効果ガス総量）は非常に限られて
おり、速い速度で減っています。したがって、2℃目標を達成に向けた道のりはとても困難なものと考えられます。
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第5次評価報告書（AR5）は、温室効果ガス（GHG）の累積排出量と地球規模
での気温上昇との間には明確な比例関係があることを示しました。我々はこれら事実を無視することはできないし、
仮に現状のペースでGHGの排出を続けると、25年以内でカーボン・バジェットを使い果たしてしまうことが予想され
ます。従って、この非常に限られた財産を賢く使い、25年間という期間を50年、100年というように、可能な限り伸ば
す必要があり、今すぐ行動することが重要です。具体的には、高炭素エネルギーに強く依存している現代社会を低炭素社会に移行し、ゼロ排出社
会を達成することが求められます。このカーボン・バジェットの節約・引き延ばしは不可能なことではありません。IPCC第3作業部会は、2℃目
標に向けた事実に裏付けられた実行可能な排出パスウェイ（道筋）が存在することを示し、2050年には世界全体でGHGの排出を現状と比較して
半分に抑えることを提唱しています。

世界全体の人口予測を勘案すれば、この排出パスウェイを達成するためには2050年において、一人当たりの排出量を2トンに抑える必要がある
ことが計算できます。現状では既にほぼすべての先進国やアジアにおける経済大国はすでにこの水準を超えています。例えば、日本は一人当たり
約10トン、中国は6トン近く、タイは3トン以上のGHGを排出しています。従って、一人当たり2トンという数字は、今後の35年間に達成す
るべき共通の目標となります。

日本は2050年にGHGを80%するという目標を第4次環境基本計画の中で掲げています。しかし、2011年の東日本大震災時の地震と津波の後
に生じた福島第一原子力発電所の事故以来、日本のエネルギー中期目標やGHG削減計画の見直しが迫られました。また、2015年6月に国連気候
変動枠組条約事務局への提出が求められている削減目標を作成している最中であります。福島第一原子力発電所の事故が起きる以前までは、日本
のエネルギー計画はトップダウンで政府とエネルギー産業界からなる一部の専門家によって決定されてきました。しかし、原子力発電所の事故以
降は、市民社会による議論が活性化し、我々の生活におけるエネルギーの役割や関連するリスク、気候変動への影響などが広く知れ渡るようにな
りました。その結果、政策決定プロセスにおいて、エネルギー問題に対する理解度が幅広い関係者の間で議論されるようになりました。

このような状況下、英国版2050パスウェイ•カリキュレーターを日本に導入し、弊機関は国立環境研究所と共同で低炭素ナビを開発できたこと
を大変嬉しく思います。関連データの収集などの低炭素ナビ構築をするにあたって、既存プロジェクトの成果活用、また、関係者の皆様からのご
助言を頂きました。加えて、低炭素ナビを公式発表するまでに、多岐にわたる分野の専門家の皆様と検討会を2回開催し、シナリオ設定などの本
モデルの大枠について、多大なご提案を頂きました。低炭素ナビを発表するまでに、皆様から多大なお力添えを頂いたことにこの場をお借りして
感謝申し上げます。
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低炭素ナビは、個人が活用して排出シナリオに関する知識を深めることや、友人・同僚との議論を支援する道具として活用頂くことができます。
また、自治体や政府の政策決定者が包括的な政策やその代替案を検討する際にご活用頂き、さらには気候安定化に向けた地球規模での共通の理解
を深める際に本ツールが少しでも役に立てることを祈念いたします。このような期待を込めまして、本ツールを「低炭素ナビ」と名付けました。

政策決定者、産業界の皆様、教育機関、大学、研修者、学生、一般市民などの全世界における市民の皆様にとって低炭素ナビが有益なツールと感
じて頂ければ幸いです。本ツールは簡素かつ分かりやすさを追求しておりますが、様々な条件を設定する際に、本レポートが使用者の皆様のご理
解の一助になればと存じます。加えて、図表を交えた例題を通じて、使用者の皆様がどのように排出パスウェイを作成することができるのか、また、
排出パスウェイをどのように理解すれば良いのかを解釈する際のご参考となり、本レポートが少しでも皆様のお役に立てることを祈念致します。

西岡秀三
公益財団法人　地球環境戦略研究機関　研究顧問
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UNFCCC	 United Nations Framework Convention on Climate Change　国連気候変動枠組条約
y	 Year　年

略語一覧
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I. はじめに

詳細情報
ウェブツール版： http://www.2050-low-carbon-navi.jp/
エクセル版： http://www.2050-low-carbon-navi.jp/web/jp/
ホームページ： http://www.2050-low-carbon-navi.jp/web/jp/
お問い合わせ： ge-info@iges.or.jp
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背景
日本は第4次環境計画において2050年までに
温室効果ガス排出量を80％削減する目標を設
定している。しかし、2011年の福島原発事故
によって今後数十年に及ぶ日本のエネルギー
安全保障確保に対する懸念が生じ、この目標
の達成は一層難しくなっている。日本は現在
岐路に立たされており、エネルギー政策に関
する選択と排出削減目標の達成を同時に行う
ことが求められている。日本が迫られている
選択には、エネルギー需要の削減と供給サイ
ドの脱炭素化のどちらをより重視するかとい
うことや、どのような発電方法を推進し、ど
の技術を採用するかなどがある。

このような状況下、日本のエネルギー中長期
計画は重要な議題であり、2014年4月に日本
政府は第4次エネルギー基本計画を策定した。
本計画は日本のエネルギー計画の骨子であり、
下記の二つの原則から成り立つ。第一に、エ
ネルギー政策にエネルギー安全保障、経済効
率性、環境への適合、安全性の 4 つの要素を
盛り込んだ “3E+S” 原則である。第二に、供
給側、需要側において、柔軟かつ多様なエネ
ルギーシステムを構築することである（METI、
2014b）。

さらに、日本は気候変動問題に対処するため
に温室効果ガスの削減を進めることが求めら
れている。第19回気候変動枠組条約締約国会
議（UNFCCC）の決定を受けて、各国は2020
年以降の気候変動対策について、自主的に決

定する約束草案（INDC）を2015年のできるだ
け早い時期に提出することが義務付けられて
いる。

これらすべての要素は、日本の社会、経済、
環境、持続可能性の側面が重要な事項である。
従って、これらの課題を議論するために、簡
素かつ分かりやすいエネルギー及びGHG排出
量を検討するツールに対する関心が高まって
いる。2050低炭素ナビはこれらの政策決定プ
ロセスにおいて様々な関係者による議論を支
援する定量的なツールとして開発された。

2010年、英国エネルギー・気候変動省（DECC）
は、ユーザーが独自に排出削減のパスウェイ

（経路）を描き、実際の科学データに基づい
てその影響を予測できる革新的なシミュレー
ションツール「2050パスウェイ・カリキュレー
ター」を開発した。この使いやすいモデリング
ツールに対する利用者の反応は大変良く、現
在、2050カリキュレーターは政策決定者だけ
でなく専門家や一般市民の間でも対話・教育
目的で使用されている。中国、韓国、ベルギー
ワロン地域、台湾、インドなど他国も独自に
カリキュレーターを開発し、日本では 2013
年に地球環境戦略研究機関（IGES）と国立環境
研究所（NIES）が英国エネルギー・気候変動省

（DECC）および駐日英国大使館の技術支援を
得て日本版 2050 カリキュレーターの共同開
発に着手した。日本版試作ツール「2050日本
低炭素ナビ（低炭素ナビ）」は2014年5月のト
ライアル会合で様々な関係者に披露され、完

全版は 2014 年 7 月に一般公開された (IGES, 
2014)。

エネルギー需給および温室効果ガス（GHG）排
出シミュレーションツールである低炭素ナビ
は、政策決定者だけでなくエネルギーの生産者
や消費者（一般市民を含む）もエネルギーと排
出量に関連して日本がどのような選択を迫ら
れているのかを理解するのに役立つ。未来の
エネルギーシステムと気候変動対応をめぐる
課題と機会について話し合うプラットフォー
ムを提供すると共に、ユーザーは排出削減と
エネルギー安全保障の確保を達成するための
パスウェイを独自に組み合わせることができ
る。またこのツールは透明性と利便性が高く、
今後数十年にわたってエネルギーシステムが
どのように進化する可能性があり、それが温
室効果ガス排出量、エネルギー安全保障、土
地利用、電力システム、エネルギー開発、お
よび関連コストにどう影響するかという基本
的な問いに答えることができる。しかし、本
ツールはコスト最適化モデルではなく、選択パ
スウェイに基づきコストを比較しているため、
最低コストのパスウェイを示すものではない。

モデルの概要
低炭素ナビは長期シミュレーションツールで
あるため、多くの不確実性を伴うと考えるの
が妥当である。そのため低炭素ナビはシナリ
オベースのアプローチを採用し、それらのシ
ナリオに基づき可能性のある経路や結果を導
き出している。様々なシナリオをもとに示さ
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れる想定は明確かつシンプルでわかりやすく、
日本経済のあらゆる供給・需要部門が考慮さ
れている。ただし低炭素ナビは供給・需要部
門を1つにまとめることはせず、部門別のアプ
ローチをとっている（対象部門を表1に記載）。

低炭素ナビでは各部門で起こりうる変化のレ
ベル／軌道が4つ設定されている。再生可能エ
ネルギー部門では、日本での物理的なポテン
シャルとして追加レベル（レベル5）も記載さ
れている。これらの軌道は、特定部門の将来
的ポテンシャルが期待できる範囲を反映して
いる。個々の部門で予想される未来の範囲全
体を示すことが目的で、エネルギー供給部門
の場合、これらの軌道は発電インフラの展開
状況を意味する。若干異なるのが原子力発電
部門で、原発の再稼働政策など他の検討材料
も考慮されている。エネルギー需要部門では
行動や技術の変化を意味する側面が強く、こ
れらの軌道は一般的に変化の規模を示す「レベ
ル」と記されている。ただし特定の部門（原子
力発電所、国内旅客輸送等）では規模ではなく
選択の変化を意味し、「軌道」または「オプショ
ン」と呼んでいる。

表 1　2050 日本低炭素ナビ：対象部門

エネルギー供給部門 エネルギー需要部門
原子力発電および化石燃料火力発電

原子力発電
火力発電所（石炭、石油、ガス）
バイオマス発電（石炭混燃）

再生可能エネルギー
太陽光発電
風力発電（�陸上、着床式洋上、 

浮体式洋上）
水力発電（中小および大規模）
地熱発電
海洋発電

バイオマスエネルギー供給
廃棄物エネルギー量
バイオエネルギーの製造及び輸入

水素製造
輸送部門向けの水素製造

その他エネルギー転換
コークス生産
石油精製
都市ガス製造

輸送部門
旅客輸送
貨物輸送

家庭部門
冷暖房
給湯（太陽熱利用含む）
調理機器、照明器具、電化製品

商業部門
冷暖房および給湯供給
調理機器、照明器具、電化製品
	

産業部門
製造業・建設業
農林水産業
産業プロセスからの排出
石油化学業における化石燃料の非エネルギー消費
農業からの非エネルギー起源温室効果ガス

出典：著者
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各レベル／軌道は低炭素社会への移行に向け
た努力の度合いに基づいて設定されている（図
1）。例えば、レベル1は努力の度合いが低く、
既存の能力や技術が引き続き用いられ、消費
行動も全く変化しない。対してレベル4では、
再生可能エネルギーの増加や技術の進歩、エ
ネルギーサービス需要の削減のために多大な
努力が払われる。再生可能エネルギー及び原
子力発電のレベル5は、物理的限界／技術的ポ
テンシャルを示している。これらのレベル／
軌道は、既存の文献を徹底的に調査し、複数
の専門家検討会議で得られたフィードバック
を考慮した上で設定されている。ただし、低
炭素ナビの本来の目的は幅広い可能性を提示
することであり、未来を予測したり、コスト
の最適化を図るためのものではないことに留
意しなければならない。ボックス1は低炭素ナ
ビが答えを導き得る質問一覧を示している。

本研究報告書は、まず低炭素ナビの概要を示
し、その仕組みと想定について説明している。
セクションⅡでは、基本的なモデルとその構
造、ならびに計算手順を解説し、セクション
Ⅲでは、日本のエネルギー消費量と温室効果
ガス（GHG）排出量に影響を及ぼす潜在的な社
会シナリオ（想定された経済・社会構造）を紹
介している。セクションⅣとⅤは、供給およ
び需要サイドでそれぞれ設定されたレベル／
軌道の詳述で１、ユーザーは部門別の記述を素

1  �低炭素ナビのアクセス先：  
http://www.2050-low-carbon-navi.jp

図 1　低炭素ナビのレベル設定

レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5

  

努力なし 多大な努力 物理的限界／
技術的ポテンシャル

（再生可能エネルギー、
原子力発電）

（既存の能力、同じ技
術、または消費の変化
なし） 

（再生可能エネルギー
の増加、技術の進歩、
または世帯当たりエネ
ルギーサービス需要の
減少） 

出典：著者

ボックス1：低炭素ナビが答えを導き得る質問一覧
•	 エネルギー需要を満たしながら、どの程度GHG削減を達成できるのか。
•	 各エネルギー供給技術によるGHG削減ポテンシャルはどの程度あるのか。
•	 各セクターにおけるエネルギーを使用量や、GHG削減量はどの程度あるのか。
•	 どのセクターが多くのGHG削減量をもたらすことができるのか。
•	 エネルギー依存度や安全保障にどのような変化が生じ得るのか。
•	 原子力発電の稼働なしに、2050年に80%のGHGを削減するエネルギーミックスはあり得

るのか。
•	 もっとも野心的な再生可能エネルギーの導入目標では、どの程度のGHGを削減することが

できるのか。
•	 日本におけるGHG削減の最大ポテンシャルはどの程度あり、その費用はいくらか。また、

排出パスウェイはどのようなものか。

出典：著者



13

早く参照して各レベルの想定と結果を見るこ
とができる。各ページ読み切り型で、それぞ
れの部門の現状が簡潔に説明されている。次
が各レベル／軌道（低炭素ナビのシミュレー
ション結果を含む）の図説で、幅広い層が利
用できるように短く簡潔かつ具体的にまとめ
られ、関連するグラフや図を用いながらより
鮮明でわかりやすく伝える工夫がされている。
2050日本低炭素ナビのユーザーは、これらの
部門別説明を読み、レベル／軌道設定につい
て明確に理解することが推奨される。セクショ
ンⅥは、異なるレベルをもとに想定された2つ
の事例を示しながら、モデルが作成した結果
をどう解釈すべきかを説明し、2つのシナリオ
は比較しやすいように並べて表示されている。
セクションⅦは本報告書の結論で、低炭素ナ
ビの限界について説明している。
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II. 計算手順とモデル構造 
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低炭素ナビではエクセルスプレッドシート 
モデル２とウェッブツール３の2種類が開発され
た。エクセルスプレッドシートモデルは基本的
なモデルと計算を提供し、それに基づいてウェ
ブツールが開発された。図2と図3にそれぞれ
のイメージが表示されている。

エクセルスプレッドシートモデルを例に挙げ

ながら、6つのステップから成る計算手順を以
下に説明する。

ステップ 1：ユーザーは供給・需要サイドの
両方で社会シナリオと各部門の軌道を選択し、
1つの低炭素パスウェイを形成する（表1およ
びセクションⅢ、Ⅳ、Ⅴを参照）。

ステップ 2：部門別シートで、ユーザーが選
んだ軌道に基づいてアウトプットを計算する。

ステップ 3：部門別のアウトプットに基づ
き、設定された各年（2005、2010、2015、
2020、2025、2030、2035、2040、2045
および2050）のエネルギーバランスシートを
作成する。

ステップ 4：各年のエネルギーバランスシー
トからサマリーシートを作成する。

ステップ 5：サマリーシートに基づいて、一
次エネルギー供給、最終総エネルギー消費量、
発電エネルギーミックス、GHG排出量、総増
分費用の結果がグラフに表示される。

ステップ6：ユーザーは選択する軌道を変えて
別の低炭素パスウェイをシミュレートできる。

モデルの構造を図4に示している。まず部門別
軌道設定の最上部に示されている5つの社会シ
ナリオに基づき、GDP成長や部門別アウトプッ
トレベルで示される「経済指標」と、人口規模
や世帯数で示される「社会指標」が決定される

出典：著者

図 2　エクセルスプレッドシートモデルのイメージ

エクセルスプレッドシートモデル ウェブツール

2  �エクセルスプレッドシートモデルのダウンロード先：  
http://www.2050-low-carbon-navi.jp/
web/en/index.html（英語版））

3  �ウェッブツールのアクセス先： 
http://www.2050-low-carbon-navi.jp/（日本語版） 
http://www.en-2050-lowcarbon-navi.jp/（英語版）

http://www.2050-low-carbon-navi.jp/web/en/index.html
http://www.2050-low-carbon-navi.jp/web/en/index.html
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調理機器・電化製品）、商業部門（冷暖房およ
び給湯、照明器具・調理機器・電化製品）、輸
送部門（旅客輸送および貨物輸送）という4つ
のタイプのエネルギー最終消費者が考慮され
ている。エネルギー需要、排出レベル、付随

帯数は家庭部門および旅客輸送部門に関連し
ている。

第二に、エネルギー需要（軌道設定の詳細はセ
クションをⅤ参照）では、産業部門（27部門を
含む）、家庭部門（冷暖房、給湯、照明器具・

（セクションⅢ参照）。

第一に、どの社会シナリオを選ぶかがエネル
ギー需要部門に影響を及ぼし、特にGDP成長
と部門別アウトプットレベルは産業部門、貨
物輸送部門および商業部門に、人口規模と世

図 3　低炭素ナビのレベル設定

出典：著者

1. 軌道オプションの選択

5. 結果の表示

6. 再度推移ルート選択

2. 軌道オプションに基づいた各部門のアウトプット計算

3. 各年のエネルギーバランス表 作成

4. �エネルギーバランス表を要約した 
中間アウトプットシートの作成
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図 4　モデルの構造

出典：Ashina (2014).

+―

社会
シナリオ 人口／世帯経済成長／

経済活動のレベル

エネルギー
需要 27種

暖房•
冷房 給湯 その他

冷房・暖房
及び
給湯

その他 旅客 貨物

産業 一般家庭 商業 輸送

CCS

+－
未供給のエネルギー需要

エネルギー
供給

原子力
再生可能エネルギー
太陽光 水力

従来型発電所
石炭 ガス

水素

バイオ燃料

コークス

石油製品

風力 地熱 石油 バイオマス

CCS
ガス製品

電力

一次
エネルギー

その他二次エネルギー

再生可能
エネルギー原子力天然ガス原油石炭 輸入電力バイオマス

GHG排出

供給量推測
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二次エネルギーも一次エネルギーも目的はエ
ネルギー需要を満たすことで、二次エネルギー
は一次エネルギーを変換することによって得
られる。

GHG排出量は化石燃料の燃焼によって発生し、
その程度はエネルギー供給とエネルギー需要
のレベルによって左右される。 

た在来型発電所、バイオマス、原子力発電所、
再生可能エネルギー（水力発電、太陽光発電、
風力発電、地熱発電、海洋発電を含む）があり、
その他の二次エネルギーには、水素製造、バ
イオ燃料、精製品（コークス生産、石油精製、
都市ガス製造を含む）がある。

第四に、一次エネルギー源には、化石燃料（石
炭、原油、天然ガス）、原子力エネルギー、再
生可能エネルギーが含まれる。

する増分費用で示される各部門のアウトプッ
トは、それぞれの活動レベル、消費行動、技
術の普及（技術のオプション）、エネルギー効
率の向上等の影響を受ける。

第三に、エネルギー供給（軌道設定の詳細はセ
クションⅣを参照）に関しては、本モデルでは
発電を含む二次エネルギー供給とその他の二
次エネルギーが考慮されている。発電方法に
は、化石燃料（石炭、石油、ガスを含む）を使っ
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III. 社会シナリオ
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2050年におけるエネルギー消費および温室効
果ガス（GHG）排出の予測においては、将来の
社会構造や経済活動レベルの想定が大きな影
響を与える。そこで「2050低炭素ナビ」では、

「経済成長志向」「自立性志向」「余裕志向」と
いう将来に対する 3 つの志向に沿って構築さ
れた、5つの2050年社会シナリオ選択肢を用

意した。これら5つのシナリオは政府検討会 3

（MOE, 2012b）での議論に使用されたものを
参考にしている。

ユ ー ザ ー が 5 つ の 選 択 肢 か ら 1 つ を 選 ぶ と
2050年社会シナリオの選択によって変化する
のは、社会・経済活動レベルの諸想定（GDP、
人口、世帯数、産業部門の生産量、旅客・貨物
輸送量ならびに業務床面積）である（図6参照）。3  �環境省中央環境審議会 地球環境部会「2013 年以

降の対策・施策に関する報告書（地球温暖化対策
の選択肢の原案について）」平成 24 年6月。

注釈：社会シナリオは2050年の日本の社会に様々な未来を
与える。5 つのシナリオは日本の将来像に関して根本的な問
いを与える。第一の問いとして、研究開発の将来像に関する
事項である。これは、経済成長や資源自立性について選択す
ることを意味している。第二の問いは、製造業やサービス業
といった経済成長の手段に関する事項である。第三の問いは、
製造業やその材料の生産場所に関する事項である。
5つの社会シナリオは日本の経済成長と低炭素社会に向けた発
展に関して異なる将来像を与える。サービスブランド社会は、
日本がサービス業に特化することを意味する。ものづくり統
括拠点社会およびメイドインジャパン社会は、製造業につい
て特化することを意味する。資源自立社会、分かち合い社会
は資源自立した発展型を意味する。
社会シナリオは、日本の各将来像におけるCO2 排出量の影響
の理解にも役立つ。ものづくり統括拠点社会とメイドインジャ
パン社会では、日本が国際社会の中でどのように経済成長を
維持するかといった戦略が異なる。ものづくり統括拠点社会
では、輸出向けの生産拠点が、日本から現地市場に近い海外
へと移転する。生産拠点が日本から移転すると、製品の輸入
が大きな影響をもたらす。メイドインジャパン社会では、海
外輸出向けの製品を国内で生産する。従って、メイドインジャ
パン社会はものづくり統括拠点社会よりも多くの資源や中間
製品を輸入し、生産することになり、その分CO2 排出量も比
較的多くなる。資源自立社会はものづくり統括拠点社会と同
様に、メイドインジャパン社会に比較して国際貿易量は少な
いが、産業部門などに違いがみられる。資源自立社会では、
鉄鋼の原料として国内でリサイクルされた材料を最大限利用
し、農林水産業においても国内の資源を活用するが、ものづ
くり統括研究社会では、依然として鉄鋼の大部分の原料を海
外から輸入し、農林水産業で必要となる飼料や肥料はこれま
でと同じように海外から輸入する。

出典：環境省（2012c）を基に筆者作成

図 5　2050 年社会像のコンセプト
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2050年社会シナリオ 概要 長所 短所
メイドインジャパン社会 製造業の国内での積極的な

拡大が高い経済成長を牽引
するシナリオ。

世界を相手にする低炭素技術を
中心とした製品や、海外の中・高
所得層向けのメイドインジャパ
ンブランドの高付加価値製品を
製造・販売する。

イノベーションが起こりにくく、
国際競争力の維持のために生産
に従事する労働者の給与が抑制
され、為替変動にも大きな影響を
受ける。

ものづくり統括拠点社会 製造業の積極的な海外展開
が高い経済成長を牽引する
シナリオ。

ものづくりの技術開発（Ｒ＆Ｄ）で
世界の知恵の中心地となり、低炭
素技術で世界を牽引する社会。技
術開発力を活かして海外の売上げ
により成長する。

世界トップレベルの技術力を維
持するため、世界最先端施設の整
備や変革者の発見と育成を行い、
激しい競争に打ち勝っていくこ
とが要求される。

サービスブランド社会 サービス産業を中心とした
経済成長を志向するシナリ
オ。

日本が伝統的に育んできた丁寧
なサービス精神を生かして、海外
又は来訪した外国人の消費によ
り成長する第三次産業中心の社
会を実現する。

海外顧客向けの高品質なサービ
スが追求され、国内の富裕層のみ
がそのサービスを利用できる社
会でもある。

資源自立社会 資源面でより高い自立性を
志向するシナリオ。

世界のナショナリズム化に備え
て、エネルギーや資源、食料など
を可能な限り国内でまかなう。

資源自立を維持するため、経済的
に高いエネルギーや資源を使用
している社会でもある。

分かち合い社会 新たな価値観の下で無理な
く暮らすことを目指すシナ
リオ。

必要なモノとサービスを国内調
達して、時間的な余裕のある生活
を重視する。

経済的には脆弱で、個人よりもコ
ミュニティが優先される社会で
あるため、集団行動やモノの共有
が日常となる。

表 2　2050 年社会シナリオの概要

出典：環境省（2012b）を基に筆者作成
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図 6　5 つのシナリオにおける 2050 年の人口、実質 GDP 成長率、一人当たりの実質 GDP 成長率予測

出典：環境省（2012b）を基に筆者作成
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IV. エネルギー供給サイド
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2011 年の福島第一原子力発電事故以前は日
本は世界でも有数の原子力利用国であった。
2010 年には 4900 万 kW の発電能力を有し、
発電量は約 2880 億 kWh に達した。4 しかし
2011 年の福島第一原発事故以降、2014 年 7
月現在で稼働している原発は1基もない。日本
の原子力発電に対して抜本的な改革が求めら
れた。日本の原子力の未来に影響を与える2つ
の政策として、「既存の原発の再稼働」と「将来
的な原発の新規建設」が挙げられている。

再稼働政策の影響
オプションA
全ての既存原発について今後一切再稼働せず
廃炉とし、他のエネルギー源に目を向ける。

オプションB
既存原発の半数を再稼働する。新規建設がゼ
ロの場合、発電能力は2010年の4900万kW
か ら 2030 年 に 1000 万 kW 未 満 に 減 少 し、
2050年にはゼロになる。

オプションC
運転期間40年の全既存原発を再稼働する。新規建
設なしの場合、原子力発電能力は2030年には約
1900万kWになり、2050年までにはゼロになる。

オプションD
オプションCと似ているが、運転期間を50年
とする。新規建設なしの場合でも2050年時点
で530万kWの発電能力を有する（発電量320
億kWh）。

オプションE
オプション C と D と似ているが、運転期間を
60 年とする。新規建設なしの場合でも 2050
年時点で1890万kWの発電能力を有する（発
電量1110億kWh）。

新規建設政策の影響
オプションA
新規建設は行わない。既存の原発は運転機関40
年で撤廃する。再稼働政策について、運転期間
40年の全既存原発を再稼働すると、既存の原子
力発電能力は 2030 年には約 1900 万 kW にな
り、2050年までにはゼロになる。

オプションB
現在建設中の原発3基のうち大間1号機、およ
び島根3号機のみ許可するが、運転開始は当初
予定より5年遅れる。再稼働政策については、
運転期間 40 年の全既存原発を再稼働すると、
発電能力は 2050 年に 280 万 kW まで減少す
る（発電量160億kWh）。

原子力発電
図 7　�再稼動政策による将来の発電能力への

影響（新規建設ゼロでの推計）
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図 8　�再稼動政策による将来の発電能力への
影響（運転期間 40 年の全既存原発の
再稼働での推計）

出典：筆者作成
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4  �環境省中央環境審議会 地球環境部会「2013 年以
降の対策・施策に関する報告書（地球温暖化対策
の選択肢の原案について）」平成 24 年6月。
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オプションC
現在建設中の東電東通1号機についても5年遅
れで運転開始し、また2035年からの新規原発
の運転を許可する。2040年以降の新設ペース
は年平均 100 万 kW となり、再稼働政策につ
いて、運転期間40年の全既存原発を再稼働す
ると、2050年時点の発電能力は1660万kW
となる（発電量1050億kWh）。

オプションD
積極的な新規建設政策をとり、2035年からの
新規原発の運転を許可する。2040年以降の設
備利用率は年平均 150 万 kW となる。再稼働
政策について運転期間40年の全既存原発を再
稼働すると、発電能力は 2050 年に 2290 万
kWになる（発電量1640億kWh）。

オプションE
さらに積極的な新規建設政策をとり、2035年
からの新規原発の運転を許可する。2040年以
降の新たな設備利用率は年平均 200 万 kW と
なる。再稼働政策について運転期間40年の全
既存原発を再稼働すると、発電能力は2050年
に2910万kWになる（発電量2080億kWh）。
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火力発電のエネルギーミックス
日本は石油、ガス、石炭などの化石燃料資源
に恵まれておらず、これまで輸入に大きく依
存してきた。また最近は福島第一原発事故に
よる既存原発の操業停止により、化石燃料の
輸入が増加している。ここではユーザーに火
力発電のエネルギーミックス（ガス、石炭、そ
して石炭混焼バイオマス）について4つのレベ
ルから選択する。

レベル1
2050年まで現状とほぼ変わらないと想定。ガ
ス対石炭の発電量比は1：1のままで、燃料ミッ
クス全体の 90％を占める。2050 年の時点で
バイオマス発電はゼロとする。

レベル2
2050年の石炭に対するガス対石炭の発電量比
は1.8に増加し、燃料ミックス全体の85％を占
める。バイオマス発電の割合は10%に増加する。

レベル3
2050年のガス対石炭の発電量比は2に増加し、
燃料ミックス全体の75％を占め、バイオマス
発電の割合は20%に上昇する。

レベル4
2050年のガス対石炭の発電量比は1.2に留ま

り、燃料ミックス全体の65％を占め、バイオ
マス発電の割合は30%に上昇する。

二酸化炭素回収貯留（CCS）技術の利用可能性
大規模な CCS の効果はまだ実証されていない
が、先頃、北海道苫小牧市で日本初の大規模
CCS 実証プロジェクトが開始された。日本で
の CCS のポテンシャルについては不確実性が
大きいものの、現時点では把握されている技術
的に利用可能なCO2 の地下C貯留容量は52億
トンで (Ito, 2008)、これは 1990 年の日本の
地球温暖化ガス総排出量の約4倍に相当する。

レベル1
CCS は 2050 年まで一切使用しない。CCS 技
術は、実証プロジェクトのみ可能

レベル2
2050年までに石炭およびガス火力発電所の2
割についてCCSが行われる。

レベル3
積極的なCCS技術の導入により、石炭火力発
電所の5割についてCCSが行われる。

レベル4
さらに積極的なアプローチでCCS技術を導入
し、2050年には石炭およびガス火力発電所の
8割についてCCSが行われる。

レベル5
全ての石炭およびガス発電所についてCCSが
行われる。

火力発電
図 9　�各シナリオの火力発電の

エネルギー消費割合

出典：筆者作成
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日本はソーラーパネルの主要生産国であり、1990
年代後半以降、太陽光発電の利用が増加し続け
ている。2010年の日本の太陽光発電量は360万
kWである（EDMC, 2014）。日本は2003年に再
生可能エネルギー利用割合基準（RPS）を導入牛、
2009年に太陽光発電を促進するために再生可能
エネルギー買取制度を導入した（2012年には固定
価格買取制度を導入し、他の再生可能エネルギー
へも拡大した）同インセンティブ型制度の導入は
直ちに効果を生み、2013年第1四半期だけで日
本の太陽光発電設備容量が270%増加し（ギガワッ
ト単位）（Song, 2013）、2014年1月現在の設備

容量は1310万kWに達した（METI, 2014a）。

レベル1
太陽光発電の導入を推進するためのさらなる
努力は払われず、日本の太陽光発電部門は、
実際のポテンシャルに比べてゆるやかに増加
すると想定する。2050年の設備容量は2600
万 kW をわずかに上回る程度で、発電量は
270億kWh/年となる。太陽光発電に必要な
100 万 kW あたり 8.1km2 を基準とすると同
レベルでの日本の 1 人当たりソーラーパネル
設置面積は約2.2m2 になる。

レベル2
太陽光発電における取り組みは限定的であり、
日本の太陽光設備容量は 2030 年に 4700 万
kW、2050年には8700万kWに達する。同
レベルでの 2050 年の発電量は 920 億 kWh/
年で、1 人当たりソーラーパネル設置面積は
約7.5m2 になる。

レベル3
日本の太陽光の設備容量は 2030 年に 7600
万kW、2050年には1億5000万kWに達す
ると想定する。1人当たりソーラーパネル設置
面積は約13m2 で、2050年の発電量は1580
億kWh/年になる。

レベル4
太陽光発電の推進に最大の努力が払われ、日
本 の 太 陽 光 設 備 容 量 は 2030 年 に 9500 万
kW（発電量は約 1000 億 kWh/ 年）、2050
年には2億2600万kW（発電量は約2380億
kWh/年）まで増加する。1人当たりソーラー
パネル設置面積は約19m2 になる。

レベル5
日本の太陽光発電導入の物理的、経済的ポテン
シャルレベルを示している。このレベルでは、
日本の太陽光設備容量は2050年に４億7500
万kW（発電量は約5000億kWh/年）に達する。

詳しいレベル設定に関してはエクセルスプ
レッドシートを参照（Zhou et al., 2014）

太陽光発電

図 11　日本は太陽光エネルギーの主要生産国

出典: IGES stock image.

図 12　日本の太陽光発電の設備容量

出典：筆者作成
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日本の陸上風力発電の設備容量は2010年時点
で245万kWであった（JWPA, 2014）。日本
の陸上風力発電におけるポテンシャルは高く、
その大半は北海道、東北、九州地方に集中して
いる。

レベル1 
日本における陸上風力発電導入に対する優先
順位が低く、技術開発は停滞し、陸上風力発電
設備容量も全く拡大しない。ただし2014年時

点の設備容量（267 万 kW）（METI, 2014a） 
は古くなったタービンを交換することで2050
年まで維持される。2050年の陸上風力は、2
万 kW タービンがわずか 134 基余りで、発電
量は47億kWh/年となる。

レベル2
陸上風力発電の拡大に多少の努力が払われ、2
万kW陸上風力タービンの総数が2020年まで
に 350 基を超える。陸上風力発電設備容量は
2020年までに700万kWに向上し、2050年
まで維持される（発電量は120億kWh/年）。

レベル3
多大な努力によって日本の陸上風力発電設備
容量は2050年までに約1800万kWまで拡大
すると想定する。陸上風力タービンの総数は

約900基になると推定され、発電量は320億
kWh/年となる。

レベル4
陸上風力発電導入の推進に最大の努力が払わ
れ、新規タービンの建設が加速し、2万kWター
ビンの総数が 2050 年までに約 1250 基にな
る。日本の陸上風力発電設備容量は2050年ま
でに 2500 万 kW に増加し、発電量は 440 億
kWh/年となる。

レベル5
日本の陸上風力発電導入の物理的、経済的ポ
テンシャルレベルを示している。このレベル
では、陸上風力発電の設備容量は 2050 年に
5400万kW（発電量は約950億kWh/年）に
達する。

詳しいレベル設定に関してはエクセルスプ
レッドシートを参照（Zhou et al., 2014）

陸上風力発電

図 14　�日本は陸上風力発電の開発を行なう
ための大きなポテンシャルがある

出典: IGES stock image.

出典：筆者作成

図 15　陸上風力発電の設備容量
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図 16　各シナリオの陸上風力発電の発電量

出典：筆者作成
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日 本 の 洋 上 風 力 発 電 開 発 は 比 較 的 新 し く、
2010年時点での洋上風力発電設備容量はごく
わずかであった。洋上風力発電は、日本国内
のエネルギー需要を満たし、在来型エネルギー
への過度の依存を減らすといった大きな可能
性が期待される（JWPA, 2012）。

レベル1
日本の洋上風力発電設備容量は増加しないと
想定する。つまり、技術は停滞し、新規建設
はなく、同発電量は全く拡大しない。この傾
向は2050年まで続き、同時点での日本の洋上
風力発電設備容量はごくわずか（3万kW）なま
まである。

レベル2
洋上風力発電導入への限られた努力が払われ、
同設備容量は 2030 年に 240 万 kW に達した
後、緩やかながら徐々に増加し続ける。2050
年には設備容量は 450 万 kW、発電量は 120
億kWh/年となる。

レベル3
レベル2よりも多くの努力が洋上風力発電部門
に費やされる。ポテンシャル評価や設置場所の
選定、コスト削減の向上により、日本の洋上風
力発電設備容量は徐々に拡大し、2030年には

300 万 kW、2050 年には 6.5GW に達し、発
電量は170億kWh/年となる。

レベル4
洋上風力発電の建設・稼働に積極的な戦略をと
り、同設備容量は2030年までに330万kW、
2050 年までに 750 万 kW に達し、発電量は
約200億kWh/年となる。

レベル5
日本の洋上風力発電導入の物理的、経済的ポ
テンシャルレベルを示している。このレベル
では、洋上風力発電の設備容量は 2050 年に
1240万kW（発電量は約330億kWh/年）に
達する。

詳しいレベル設定に関してはエクセルスプ
レッドシートを参照（Zhou et al., 2014）

着床式
洋上風力発電

図 17　洋上風力発電の設備容量

出典：筆者作成
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図 18　各シナリオの洋上風力発電の発電量

出典：筆者作成
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日本は大陸棚が狭く、着床式洋上風力発電
タービンの開発が困難なため、浮体式洋上風
力タービンの研究も進められている（GWEC, 
2014）。2010 年現在、日本は浮体式洋上風
力発電容量を有していないが、日本には同発
電の大きなポテンシャルがあると認識されて
いる（JWPA, 2012）。

レベル1
浮体式洋上風力発電部門は優先順位から外さ
れ、同設備は導入されない。技術は停滞し、新
規開発もゼロで、同発電量は全く拡大しない。
この傾向は2050年まで続き、日本の浮体式洋
上風力発電設備容量はゼロである。

レベル2
2020年以降、日本は浮体式洋上風力発電部門
の導入への限られた努力を行う。2025年には
日本の浮体式洋上風力発電設備容量は140万
kWに達し、その後の5年間でほぼ倍増する。
同時点での総発電設備容量は750万kWとなり、
発電量は200億kWh/年を上回る。

レベル3
政策措置が施され、浮体式洋上風力発電はレベ
ル2で予測されているよりも早く始動する。同
設備容量は 2020 年に 10GW に達し、2030

年には410万kW、2050年には1650万kW
となり、発電量は430億kWh/年になる。

レベル4
日本は積極的な浮体式洋上風力発電開発計画
を実施する。早期始動、技術の向上、タービ
ンの建設加速によって同設備容量は2010年の
ゼロから2030年には430万kW、2050年に
は1750万kWまで増加し、同時点での発電量
は460億kWh/年を上回る。

レベル5
日本の浮体式洋上風力発電導入の物理的、経
済的ポテンシャルレベルを示している。この
レベルでは、浮体式洋上風力発電の設備容量
は 2050 年に 4200 万 kW（発電量は約 1100
億kWh/年）に達する。

詳しいレベル設定に関してはエクセルスプ
レッドシートを参照（Zhou et al., 2014）浮体式

洋上風力発電

図 19　浮体式洋上風力発電の設備容量

出典：筆者作成
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図 20　各シナリオの浮体式洋上風力発電の発電量

出典：筆者作成
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水力発電は過去 100 年以上にわたり、日本
の主要エネルギー源の 1 つである。水力発電
は供給や発電コストの面でとても安定してい
ることが証明されており、日本には大（>10
万kW）、中（1万kW－10万kW）、小（1－
10MW）、ミニ（100kW－1000kW）、マイ
クロ（100kW）と様々なタイプの水力発電所
がある。2010年の日本の中小水力発電設備容

量は 1046 万 kW で、発電量は 550 億 kWh/
年 (環境省, 2012a)であった。

レベル1
さらなる努力は払われず、2010年の中小水力
発電設備容量が2050年まで維持される。その
ため2050年の設備容量は1046万kWで、発
電量は約550億kWh/年である。

レベル2
中小水力発電の強化にわずかな努力がなされ、
2030年の設備容量は1100万kWを若干下回
る程度にまで増加する。2050年には1100万
kW を超え、同レベルでの発電量は約 580 億
kWh/年となる。

レベル3
政府によるある程度の取り組みにより、2030
年の設備容量は 1200 万 kW まで増加する。

2050年には1430万kWとなり、同レベルで
の日本の発電量は750億kWh/年になる。

レベル4
多大な努力によって日本の中小水力発電設備
容量は 2030 年に 1300 万 kW まで増加する。
2050年にはさらに1700万kWまで増え、発
電量は910億kWh/年となる。

レベル5
日本の中小水力発電導入の物理的、経済的ポ
テンシャルレベルを示している。このレベル
では、中小水力発電の設備容量は 2050 年に
2340万kW（発電量は約1230億kWh/年）に
達する。

詳しいレベル設定に関してはエクセルスプ
レッドシートを参照（Zhou et al., 2014）

中小水力発電

図 21　�日本は水力発電において長い経験を
もっている

出典: IGES stock image.

図 22　中小水力発電の設備容量

出典：筆者作成
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図 23　各シナリオの中小水力発電の発電量

出典：筆者作成
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地熱エネルギーは地下にある高温岩体の熱を
利用して発電する。日本には約 120 の活火山
があり、地熱エネルギー開発のポテンシャル
が極めて高い（GRSJ, undated）。実際、日本
は地熱エネルギーの探査・開発・利用・モニ
タリングにおいて世界最先端の技術を有して
いる。日本初の地熱発電実験が実施されたの
は1925年だが、商用化されたのは1966年以
降だった（GRSJ, undated）。2010年の日本
の地熱発電設備容量は50万kW、発電量は30
億kWh/年で（EDMC, 2013）、福島原発事故
以降、日本の関連企業の間で地熱発電の開発・
投資に対する新たな関心が高まっている。

レベル1
地熱発電は開発コストが高く、国立公園や観
光地に悪影響を与えるおそれがあることから、
日本は地熱以外のエネルギー源に目を向け、
地熱発電容量のさらなる追加はない。そのた
め2010年の地熱発電設備容量（50万kW）が
2050 年まで維持され、発電量も 40 億 kWh/
年をわずかに上回る程度にとどまる。

レベル2
わずかな努力が費やされ、2030年の地熱発電
設備容量は 200 万 kW に達する。2050 年に

は 430 万 kW まで増加し、同時点での発電量
は300億kWh/年になる。

レベル3
ある程度の取り組みにより、2030年の地熱発
電設備容量は 210 万 kW に達する。2050 年
にはさらに 640 万 kW まで拡大し、同時点で
の発電量は450億kWh/年になる。

レベル4
多大な努力によって地熱発電設備容量が拡
大 し、2030 年 ま で に 230 万 kW に 達 す る。
2050 年には約 800 万 kW まで増加し、発電
量は560億kWh/年になる。

レベル5
日本の地熱発電導入の物理的、経済的ポテン
シャルレベルを示している。このレベルでは、

地熱発電の設備容量は2050年に1400万kW
（発電量は約980億kWh/年）に達する。

詳しいレベル設定に関してはエクセルスプ
レッドシートを参照（Zhou et al., 2014）

地熱発電

図 24　地熱発電の設備容量

出典：筆者作成
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図 25　各シナリオの地熱発電の発電量

出典：筆者作成
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日本は海に囲まれているにもかかわらず、これ
まで海洋エネルギーの活用が注目されること
はほとんどなかった。2010年時点で、日本に
おける海洋発電（波力、潮流、潮力）の設備容
量はゼロであるが、福島原発事故以降、日本で
代替エネルギー源を活用する取り組みが行わ
れるようになってきた。島国の日本には波の
運動エネルギーを利用して発電する優れたポ
テンシャルがあり（Johnston, 2013, 2013）、
2013年から複数の実験プロジェクトが始まっ
ている。太陽光や風力と違って海洋エネルギー
は気象条件による変動が少ないと考えられ、現
在、波力と潮力の両方を利用できる技術の開
発が進められている。

レベル1
日本では引き続き海洋エネルギーにほとんど
関心が払われず、同エネルギー技術への投資
も全く行われないため、今後も日本が海洋発
電量を有することはない。

レベル2
わずかではあるが海洋発電部門で何らかの取
り組みが行われ、2030年の海洋発電設備容量
の合計は1500万kWに達する。2050年には
5400万kWまで増加し、同時点での発電量は
420億kWh/年になる。

レベル3
海洋発電容量を強化するためにある程度の努
力が費やされる。2050年の同発電設備容量は
800 万 kW を上回り、発電量は 650 億 kWh/
年になる。

レベル4
日本の海洋エネルギー開発に最大の努力が払わ
れる。2050年には日本の海洋発電設備容量が
1400万kW（波力エネルギーが1203万kW、
潮力エネルギーが192万kW）まで増加し、同
時点での発電量は1100億kWh/年になる。

レベル5
日本の海洋発電導入の物理的、経済的ポテン
シャルレベルを示している。このレベルでは、
海洋発電の設備容量は2050年に2000万kW

（発電量は約1550億kWh/年）に達する。

詳しいレベル設定に関してはエクセルスプ
レッドシートを参照（Zhou et al., 2014）海洋発電

図 26　海洋発電の設備容量

出典：筆者作成

図 27　各シナリオの海洋発電の発電量

出典：筆者作成
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V. 需要サイド 
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日本の1人当たりの国内平均移動距離は現在
（EDMC, 2010年）年間約10641kmで、内訳は
乗用車が59%、鉄道が29%、バスが6%、船が
0.2%、飛行機が5%となっている。

レベル1
2050年には日本の1人
当たりの国内平均移動
距離が現在よりも年間
1766km長くなってい
る。交通機関の内訳は
現在と同じで、乗用車
が59%、鉄道が29%、バスが6%、船が0.2%、
飛行機が5%となっている。

レベル2
2050年には現在よりも移動距離が年間883km
長くなっている。乗用車での移動が減り（54%）、
鉄道（32%）、飛行機（8%）での移動が増えてい
る。 

レベル3
2050年の年間移動距離は現在と同じだが、交
通機関は乗用車（49 %）から鉄道（35%）、およ

び飛行機（10%）へと大きくシフトしている。	

レベル4
2050年には現在よりも移動距離が年間317km
短くなっている。乗用車から公共バスへの大き
なシフトが見られ、内訳は乗用車が45%、 鉄道
が37%、バスが8%、飛行機が10%となっている。

国内旅客輸送

表 3　各シナリにおける一人あたり移動需要量

2010 2050 2050 2050 2050
Level 1 Level 2 Level 3 Level 4

移動km/
人/年 10,641 12,407 11,524 10,641 10,324

出典：筆者作成

図 28　�日本の一人当たり移動距離は
年間 1 万キロを超える。

出典: IGES stock image.

図 29　日本の国内交通量

出典：国立環境研究所データより作成
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図 30　交通モードの割合

出典：筆者作成
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ゼロ・エミッション車に含まれるのは、電気自
動車（EV）か燃料電池車（FCV）、ならびに電車
で、いずれも排気ガスを全く出さない。ハイ
ブリッド車（HEV）とプラグインハイブリッド
カー（PHEV）はガソリンエンジンまたはディー
ゼルエンジンと電気モーターを併用している
ためゼロ・エミッション車ではない。2010年
現在、日本の乗用車のほぼ全てはがガソリン車
かディーゼル車（ICE）で、EV/PHEVは0.05%
未満、FCV は 0.0002% 未満とごくわずかで
ある。

レベル1
2050年までに大半の乗用車はHEVを含むICE

（100%）鉄道は90%が電化されている。

レベル2
2050 年までに従来の ICE または HEV の割合
は わ ず か 72% と な り、13% は PHEV、15%
はゼロ・エミッション車（EV/FCV）になる。
バスの 68% は ICE であり、HEV, EV/FCV の
割合はそれぞれ17%と15%になる。旅客鉄道
は100%が電化されている。

レベル3
2050年までに従来の内燃エンジン車の割合は
50%になり、PHEVsは20%、ゼロ・エミッショ

ン車（EV/PHEV）は30%になる。バスは20%
がゼロ・エミッションバスになり、35%はハ
イブリッドディーゼル電気エンジン（HEV）、
15% は EV/FCV になる。旅客鉄道はレベル 2
様、100%が電化されている。

レベル4
2050 年までに 100% の乗用車が EVs/FCVs
に な る。 バ ス は 50% が EV/FCV、 残 り の
50%がハイブリッドディーゼル電気エンジン

（HEV）で、旅客鉄道は全て電化されている。

ゼロ・エミッション車への移行

図 32　�より多くの旅客がゼロ排出交通を
選択するようになる

出典: IGES stock image.

図 31　旅客交通の技術普及度

出典：筆者作成
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「ゼロ・エミッション車への移行」オプション
として、EVとFCVの割合をオプションAから
Dの中から選択できる。ゼロ・エミッション車
を選択すると、FCVとEVの比率をオプション
A（全てFCV）からオプションD（全てEV）ま
で選択することができる。

実際は、短距離はバッテリー、長距離は航続
距離を伸ばすための燃料電池で走行するEVと
FCV を組み合わせた技術もあるが、2050 ナ
ビゲーターでは純粋な EV と FCV のみを対象
にしている。

オプションA
2050年までに日本国内の乗用車の100%を純
粋なEVが占め、FCVの割合は0%になる。

オプションB
2050年までに日本国内の乗用車の70%をEV
が占め、30%をFCVが占める。

オプションC
2050年までに日本国内の乗用車の30%をEV
が占め、70%をFCVが占める。

オプションD
2050 年 ま で に 日 本 国 内 の 全 て の 乗 用 車 を
FCVが占める。

ゼロ ･ エミッション自動車技術の選択

図 33　ゼロ・エミッション車の技術オプション

出典：筆者作成
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日本の貨物輸送トンキロの内訳は、63%が貨
物 車、32% が 船 舶、4% が 鉄 道、0.2% が 航
空となっている（EDMC, 2013）。鉄道以外
の輸送手段の燃料としてガソリンエンジンか
ディーゼルエンジンが使用されており、鉄道
は全て電化されている（次世代自動車振興セン
ター , 2012 及び 2014）。総貨物輸送トンキ
ロ数は5,430億トンキロ（EDMC, 2013）であ
り、2010年の1人当たり物流量は4,244トン
キロになる（図35参照）。なお以下の4つのレ
ベルで想定した国内貨物輸送需要量は、2050

ナビゲーターにおける 5 つの社会シナリオに
よって決定される。加えて、交通モードの割合、
ゼロ・エミッション車の割合およびガソリン
中のバイオ燃料の割合について3つのレベルを
用意している。

レベル1
ゼロ・エミッション車について、95%の貨物
車は依然としてICEであり、5%がHEVである。
バイオ燃料は2050年まで使用されない。

レベル2
ゼロ・エミッション車について、全ての陸上
貨物輸送はHEVになる。ICE用燃料のうち5%
がバイオ燃料になる。

レベル3
ゼロ・エミッション車について、50%がHEV
となり、15%が電動車、35%がFCVになる。
ICE用燃料のうち10%がバイオ燃料になる。

レベル4
ゼロ・エミッション車について、FCV が国内
貨物車市場に占める割合が100%になる。ICE
用燃料のうち50%がバイオ燃料になる。

国内貨物輸送

図 34　�日本の国内貨物輸送は陸上車両輸送に
依存している

出典: IGES stock image.

図 35　国内貨物量推移

出典：国立環境研究所データより作成
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2010年の住宅用冷暖房用のエネルギー消費は
1330億kWhで、これは住宅エネルギー総消
費の約4分の1を占めている。日本の気候では
冷暖房を兼ねた設備が求められており、家庭
のエアコン普及率は90%と非常に高い（2011
年推計）（EDMC, 2013）。 

2050日本低炭素ナビゲーターでは、住宅用冷暖
房設備によるエネルギー消費量に大きな影響を与
える複数の要因を考慮している。これらの要因
に対する設定条件は4つのレベルで大きく異なる

（設定条件とレベル設定については以下で説明）。

ホーム・エネルギー・マネジメント・ 
システム（HEMS）の導入
HEMS とは住宅の電力供給を管理して省エ
ネを支援するネットワークシステムである

（Umer et al., 2014）。現在 HEMS を導入し
ている家庭は限られているが、適切な対策を
とれば HEMS を導入する家庭が次第に増えて
いくと期待される。レベル1では、HEMSが導
入されず、エネルギー需要も減少しないと想
定している。レベル 2、3、4 では、HEMS の
導入率が徐々に高まり、家庭用冷暖房エネル
ギー需要の減少率がレベル1と比較して、それ
ぞれ7%、9%、10%になると想定している。

住宅用断熱材
冷暖房エネルギー需要は家屋に使用される断熱
材によって左右される。2010 年現在で 1999
年に制定された現行の断熱材基準を満たしてい
る家庭は約6%で、過半数の家庭はエネルギー
効率が現行の基準の半分にも満たない1980年
以前に制定された基準しか満たしていない。

レベル 1 は、断熱材による家庭用冷暖房エネ
ルギー需要の減少がほとんどないと想定して
いる。レベル 2、3、4 では、断熱材による家
屋のエネルギー効率が徐々に高まり、2050年
におけるエネルギー需要の減少率がそれぞれ
35%、38%、40%になると想定している。

家庭用冷暖房機器の電化
レベル1では、電化率が2050年まで2005年
の水準のまま推移する。ガス消費量が総エネル
ギー消費量の 28% を占め、電化暖房器具の割

合はわずか 50% にとどまる。また、灯油の使
用が 22% に留まる。レベル 2 では、電気を使
用した家庭用暖房システムの割合が2050年に
60%になり、レベル3とレベル4ではこの割合
がそれぞれ70%と80%に上昇する。

エネルギー効率
レベル1では、冷暖房エアコンの成績係数（COP）
及びガス・灯油ボイラーのエネルギー効率が
2010年と同様のレベルで推移する。レベル2、3、
4では、冷暖房エアコンのCOPは2050年まで
徐々に向上していくが（暖房用エアコンは効率が
2010年と比べて1.66倍に改善し、冷房用エア
コンは1.95倍に改善する）、ガス・灯油ボイラー
のエネルギー効率はほとんど変わらない。

家庭用冷暖房

図 37　�全 L1 と全 L4 シナリオにおける
家庭用冷暖房エネルギー需要

注：�社会シナリオはすべてものづくり統括拠点と
している。

出典：筆者作成
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家庭用給湯は住宅エネルギー総需要量の約
3 割 を 占 め て い る（2010 年 推 計 ）（EDMC, 
2013）。電熱ボイラーを含む給湯器の電化率
は低く、現在13%をわずかに上回る程度であ
る。近年、パナソニックの「EcoCute（エコ
キュート）」のように電気ヒートポンプ技術を
用いた省エネ給湯器が注目を集めているが、普
及率は限られている（EDMC, 2013）。

低炭素ナビゲーターでは、家庭用給湯器のエ
ネルギー消費量に影響を与える複数の要素（以
下に記載）を考慮している。

ホーム・エネルギー・マネジメント・シ
ステム（HEMS）の導入
HEMS とは住宅の電力供給を管理して省エネ
を支援するネットワークシステムである。現
在HEMSを導入している家庭は限られている、
適切な対策をとれば HEMS を導入する家庭が
次第に増えていくと期待される。レベル1は、
HEMS が導入されず、エネルギー需要も減少
しないと想定している。レベル2、3、4では、
HEMSの導入率設置率およびHEMS機能が徐々
に高くなり、家庭用給湯器エネルギー需要の
減少率がそれぞれ7%、9%、10%になると想
定している。

給湯技術の選択
レベル 1 では給湯器の半数が最新型ガスボイ
ラーを使用する。レベル2ではガスコージェネ
レーションシステムがガスボイラーを代替す
る。電気ヒートポンプの割合はレベル1とレベ
ル 2 共に 10% と比較的低い。レベル 3 では大
規模な電化が進み、給湯器の半数が電気ヒー
トポンプを使用する。レベル4では国内の給湯
器の70%が電気ヒートポンプを使用する。

給湯機器のエネルギー効率
レベル1とレベル2ではエネルギー効率が経時
的に変化せず、電気ヒートポンプ製品のエネ
ルギー効率はわずかに向上する。この傾向は
レベル3とレベル4でも同様である。燃料電池
コージェネレーションの効率は、レベル2,3,4
において改善する。電気供給用燃料電池コー
ジェネレーションシステム従来型ボイラー（電
気、ガス、灯油）のエネルギー効率は4つのレ
ベル全てで変化しない。

太陽熱ボイラー
レベル1では2050年の太陽熱ボイラー設置数
が現在と同じ240万台（2050年の全世帯の約
5%）となり、レベル2では1400万台（2050
年の全世帯の30%以上）になる。同様にレベ
ル3とレベル4でもボイラー設置数はそれぞれ
2100万台（全世界の45%）と2600万台（全世
帯の55%）に増加する。

家庭用給湯器
図 38　�全 L1 と全 L4 シナリオにおける

家庭用給湯エネルギー需要

出典：筆者作成
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日本では調理機器、照明器具、電化製品が住
宅用エネルギー総消費量の40%以上を占めて
いる（EDMC, 2013）。照明器具家庭用と電化
製品のエネルギー源は 100% 電力を使用して
いるが、調理機器については、電力かガスの
いずれかを選択することができる。2010年に
おいておける電気式調理機器は全調理機器の
26%を占めで、残りの調理機器はガス（都市ガ
スまたはは液化プロパンガス）であった（環境
省, 2013）。

本低炭素ナビでは国内の調理機器、照明器具、
電化製品に関して以下の2つの要素を考慮して
いる。

世帯当たりエネルギーサービス需要
レベル1では、2050年の調理機器、照明器具、
電化製品使用に関わる世帯当たりエネルギー
需要が 2010 年と比べて 20% 増加する。レベ
ル 2 でも同需要は増加するが、増加率は 10%
になる。レベル3ではエネルギー需要が2010
年と同程度の水準のまま推移し、レベル 4 で
は2050年の同需要が2010年レベルと比べて
20%減少する。

電化製品のエネルギー効率
レベル 1 は、電化製品のエネルギー効率が
2050 年まで大きく変わらないと想定してい
る。レベル2では調理機器のエネルギー効率が
わずかに上昇する一方で、他の電化製品のエ
ネルギー効率は大幅に向上する。照明器具のエ
ネルギー効率上昇率が最も高く、照明器具の

エネルギー効率（相対値）は2010年において
79% であったのに対し、2050 年には 233%
に増加する。レベル3とレベル4もレベル2と
同様の条件を想定している。

家庭部門：
調理機器・照明器具・電化製品

図 39　�全 L1 と全 L4 シナリオにおける家庭
用照明、調理、その他機器エネルギー
需要 (TWh)

出典：筆者作成
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2050低炭素ナビでは業務部門について、8つ
の暖房技術、6つの冷房技術を検討している。
2005 年の業務用暖房技術のシェアは、80%
が 灯 油 ボ イ ラ ー で、2 番 目 が ガ ス ボ イ ラ ー

（15%）、そしてパッケージエアコン（3.7%）
だった。冷房技術の大半を占めていたのはガ
ス吸収式冷蔵庫（54%）で、次がパッケージエ
アコン（30%）であった。給湯器については現
状の機器は普遍的な灯油ボイラー（53%）、普
遍的なガスボイラー（42%）である。（NIES, 
2014）

2050日本低炭素ナビで業務用冷暖房ならびに
給湯器のエネルギー使用に影響を与える要素
として考慮したのは、エネルギーサービス需
要、建物用断熱材、装置の選択である。

業務部門における延べ床面積
商業用エネルギーの消費量は業務床面積と直接
関連し、これは日本の経済活動に左右される。
2050低炭素ナビにおいて2050年までの業務
床面積の推移は「2050年社会シナリオ」項目で
のユーザー選択により決定される。社会シナリ
オには、メイドインジャパン社会（MIJ）、もの
づくり統括拠点社会（R&D）、サービスブラン
ド社会（SB）、資源自立社会（RI）、分かち合い
社会（SS）を選択できる。

R&D シナリオでは、商業活動に必要な床面積
が緩やかに減少し、2010 年の 18 億 3400 万
m2 から2050年には17億8900万m2 になる。
MIJシナリオでは2050年に19億8000万m2

に増加する。SBおよびRIシナリオでは、それ
ぞれ19 億100 万m2 と16 億4600 万m2 に
なる。最後のシェアシナリオでは急速に減少
し、13億8600万m2 になると想定されている。

床面積当たりエネルギーサービス需要
レベル1は、2050年の冷暖房および給湯器の
床面積当たりエネルギーサービス需要が2010
年と比べて20%増加すると想定している。レ
ベル 2 の同増加率は比較的小さく、2010 年
と比べてわずか10%増加する。レベル3では
2050年の床面積当たりエネルギーサービス需
要が2010年の水準と同じで、レベル4では同
需要が2010年よりも20%減少する。

建築物の断熱性能
冷暖房用のエネルギー需要は建築物の断熱性
能によって左右される。レベル1は、断熱性能
が現在と同程度で2050年まで推移し、冷暖房
用のエネルギー需要の減少がほとんどないと
想定している。レベル2では断熱性能の改善に
よって 2050 年の同需要が 20% 減少し、レベ
ル3（42%）とレベル4（44%）では減少率がさ
らに高くなると想定されている。

技術の選択
技術の選択に関しては、炭素集約型技術から
低炭素技術への移行の程度が全てのレベルで
大きく異なると想定されている。

業務部門：
冷暖房および給湯器

図 40　�業務部門において冷暖房及び給湯器
は灯油を大量に消費している。

出典: IGES stock image.
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レベル1：暖房について電気式エアコンの割合
は、2005 年 3.7% であったのが、2050 年に
は12%に増加する。冷房については、ヒート
ポンプの使用は、2005年に3%であったのが、
18%に増加する。加えて、高効率ボイラーは
2005年にほとんど導入されていなかったが、
2050年には20%に増加する。

レベル 2：暖房に対するエアコンの利用が、
2050 年に 16% に増加する。冷房用ヒートポ
ンプ、高効率ボイラーについても同様であり、
2050年において、それぞれ22%と30%に増
加する。

レベル3：暖房用エアコン、冷房用ヒートポン
プ、高効率ボイラーの利用率は増加し、それ
ぞれ2050年において、20%、26%、40%に
増加する。

レベル4：レベル4においては、暖房用エアコ
ンの割合が24%、冷房用ヒートポンプの割合
が30%、高効率ボイラーの割合が50%に増加
する。 

表 4　2015 年における冷暖房・給湯機器の製品

出典：筆者作成

2015年における冷暖房・給湯機器の製品
暖房
コード モード 2005 1 2 3 4
電気 中央暖房 0.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0%
電気 パッケージエアコン 3.7% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0%
灯油 吸収式暖房 0.0% 7.0% 8.0% 9.0% 10.0%
ガス 吸収式暖房 0.0% 7.0% 8.0% 9.0% 10.0%
灯油 ヒートポンプ 0.9% 6.0% 7.0% 8.0% 9.0%
ガス ヒートポンプ 0.0% 6.0% 7.0% 8.0% 9.0%
灯油 灯油ボイラー 80.3% 25.0% 22.0% 20.0% 15.0%
ガス ガスボイラー 15.1% 37.0% 32.0% 26.0% 23.0%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

冷房
コード モード 2005 1 2 3 4
電気 中央冷房 0.0% 30.0% 28.0% 26.0% 24.0%
電気 パッケージエアコン 29.5% 30.0% 28.0% 26.0% 24.0%
灯油 吸収式冷房 13.3% 11.0% 11.0% 11.0% 11.0%
ガス 吸収式冷房 54.3% 11.0% 11.0% 11.0% 11.0%
灯油 ヒートポンプ 2.0% 9.0% 11.0% 13.0% 15.0%
ガス ヒートポンプ 1.0% 9.0% 11.0% 13.0% 15.0%

合計 100.0% 140% 144% 148% 152%

給湯
コード モード 2005 1 2 3 4
電気 ヒートポンプ 0.0% 0.0% 5.0% 10.0% 20.0%
灯油 高効率灯油ボイラー 0.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%
ガス 高効率ガスボイラー 0.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%
電気 電気ボイラー 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0%
灯油 一般灯油ボイラー 53.0% 30.0% 20.0% 15.0% 10.0%
ガス 一般ガスボイラー 42.0% 45.0% 40.0% 30.0% 15.0%

合計 100.0% 100% 100% 100% 100%
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業務部門において、様々な企業が照明器具や電
化製品（冷蔵庫、オーブン、テレビ、コンピュー
タおよび関連機器）を使用している。技術進歩
に伴い、これら機器のエネルギー効率は大幅に
改善しており、日本の主要メーカーも省エネ電
化製品の製造に多大な努力を注いでいる。例え
ば、東芝のE-core（イー・コア）LED照明シス
テムは、白熱球と比べてエネルギー消費量をお
よそ80%削減している（Toshiba, 2014）。

業務部門における調理機器・照明器具・電化製品
の電化製品によるエネルギー利用は、社会シナリ
オによって変動する。加えて、要素によって照明・
電化製品部門の将来のエネルギー使用が左右され
る：商業活動に必要な延べ床面積、床面積当たり
のエネルギー需要、装置のエネルギー効率。

床面積当たりエネルギーサービス需要
調理機器、照明器具、電化製品の床面積当たり
エネルギー需要は増減の程度によって全ての
レベルで大きく異なる。レベル1では、2050
年のエネルギーサービス需要が 2010 年レベ
ルとくらべて 20% 増加すると想定されてい
る。レベル2でも、程度は小さいが同様の増加

（10%）が想定されている。一方、レベル3で
はエネルギーサービス需要が2010年の水準と

変わらず、最後のレベル4では、2010年レベ
ルよりも20%減少すると想定されている。

エネルギー効率
レベル1では、2050年の装置のエネルギー効
率が2010年と同水準だと想定され、レベル2、
3、4では様々な技術によって同効率が向上す
ると想定されている。

業務部門：
調理機器・照明器具・電化製品

図 42　��日本では様々な電化製品の利用が増加
している。

出典: IGES stock image.

図 41　�全 L1 と全 L4 シナリオにおけるオフィス照明、
調理、その他機器用エネルギー需要 (TWh)

出典：筆者作成
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2050低炭素ナビにおいて産業部門におけるエ
ネルギー消費およびGHG排出は、5つのカテ
ゴリーより構成されている。

-	� 製造・建設部門でのエネルギー消費と関
連GHG排出；

-	� 農業・林業・漁業部門でのエネルギー消
費と関連GHG排出；

-	� 産業プロセスからの非エネルギー GHG

排出（セメント産業、その他セラミック、
アンモニアソーダ、石油化学、その他化
学、電気炉、非鉄金属、機械）；

-	� 農業部門での非エネルギー GHG排出

-	� 石油化学産業での非エネルギー化石燃料
消費

これら産業の 2005 年の付加価値は約 20 兆
円（GDP の約 4% に相当）だった（環境省 , 
2012b）。

2050ナビゲーターでは、産業部門の将来のエ
ネルギー利用は主に3つの要素（経済成長と産
業活動、エネルギー強度と工業生産高、産業
のエネルギーミックス）に影響される。

経済成長と産業活動
経済成長と産業活動のレベルは以下の「2050
年社会シナリオ」項目におけるユーザー選択に
より決定される。国内エネルギー消費量につい
ては、上記5つの産業サブセクターはいずれも
選択する社会シナリオの影響を受ける。詳細は
エクセルモデルを参照（Zhou et al. 2014）。

エネルギー強度と工業生産高
最初の2つの産業サブセクター（製造・建設部
門と農業・林業・漁業部門）は、生産高当たり
のエネルギー強度の影響を受ける。本要素に
関して、2つの相対するシナリオを想定した。

1つ目のシナリオでは、生産高当たりのエネル
ギー強度が基準年の水準から2050年まで変化
しない。

同要素の2つ目のシナリオでは、1つ目とは逆に、
専門家グループが決めた妥当な水準で2050年
に向けてエネルギー強度が減少し続ける。

産業のエネルギーミックス
エネルギーミックスの選択は、製造業、建設業、
農業、林業、水産業などの様々なセクターに影
響する。2050ナビゲーターでは、4つの異なる
エネルギーミックス・レベルを想定した。レベ
ル1では、エネルギーミックスが基準年と同レベ
ルで推移するが、対してレベル4では、電化、再
生可能エネルギー導入や石炭からガスへの転換
などについて、専門家が考慮しうる最大限のシ
フトを想定し、直接排出量を最小化するエネル
ギーミックスを想定している（環境省, 2012b）。

産業部門におけるCCS技術の導入
産業界におけるCCS技術の導入は比較的新し
く、実証段階であるものの、多くの研究がな
されている。従って、低炭素ナビでは、CCS
技術の選択肢を設けている。電力部門におけ
る CCS 技術と同様に、レベル 1 では、2050
年まで、CCSの導入量はないと想定している。
レベル 2 では、産業界において CCS 技術がわ
ずかながら導入され、化学、セラミック、鉄
鋼産業において、エネルギー起源及び非エネ
ルギー起源におけるCO2 がそれぞれ20%ずつ
回収・貯蓄されると想定される。レベル3では、
エネルギー起源及び非エネルギー起源のCO2

がそれぞれ50%ずつ回収・貯蓄されると想定
される。レベル 4 では、CCS 技術導入が最大
限導入され回収率は80%と想定される。

産業部門

図 43　�低炭素経済の移行は、産業界にも
影響を及ぼす

出典: IGES stock image.
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VI. パスウェイ例
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パスウェイの例
低炭素ナビのユーザーは、エネルギー資源、技
術導入、生活・行動パターンに関する将来見
通しのオプションを組み合わせて、GHG排出
削減とエネルギー安全保障の両方の達成に向
けた道筋を独自に立てることができる。日本
が 2050 年までに GHG 排出量を 80 パーセン
ト削減するには、どのような努力が必要とさ
れるか、と言った問いに答えることができる。
また、エネルギー供給・需要に関する選択肢
を選ぶことで、100 通り以上に及ぶシナリオ
を描くことができる。2050低炭素ナビの結果
をどのように理解し解釈すべきかを説明する
ために、本書ではパスウェイ／シナリオの2種
類の例を紹介する。1つ目のシナリオは排出削
減や気候変動への取り組みの努力を全くしな
い場合の未来像を示している。2つ目のシナリ
オは日本が低炭素社会へ移行するために最大
限の努力を払った場合の未来像を示している。

「努力なし」のパスウェイでは、全ての部門を
レベル1（既存の能力、同じ技術、消費行動の

変化なし）に設定している。例外は「既存の原
発の再稼働政策」で、この場合はレベルC（運
転期間を40年に制限して全ての既存原発の再
稼働を認める）とする。「最大限の努力」のパス

ウェイでは、全ての部門（原発の再稼働政策を
含む）をレベル4（再生可能エネルギーの増加、
技術の進歩、エネルギーサービス需要の減少）
に設定している。簡単に比較するために、い
ずれのパスウェイでも社会シナリオを「R&D社
会」に設定している。表5は社会シナリオ設定
と2つのパスウェイのもとでの想定を簡略に示
している。これら2つのパスウェイの結果を以
下に説明する。

発電エネルギーミックス
エネルギーミックスは2つのシナリオの下で大
きく変わる（図44）。「努力なし」パスウェイの
場合、化石燃料（特にガスと石油）の使用が長
期にわたって増加するが、その主な原因は、日

表 5　パスウェイ設定例

2050社会シナリオ：R&D；人口：9710万人；世帯数：4450万世帯；GDP成長率：1.1%；1人
当たりGDP成長率：1.8%

「努力なし」パスウェイ 「多大な努力」パスウェイ
選択内容 全てレベル1（既存原発の再稼働について

はレベルC）
全てレベル4

出典：筆者作成

図 44　電力部門におけるエネルギーミックス
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本の原子力発電能力が徐々に低下し2040年代
にゼロになるためである。対して「多大な努力」
シナリオでは、日本は引き続き相当量の原子力
発電を行い、同時にあらゆる再生可能エネル
ギーの割合も増加する。一方、化石燃料とバイ
オマスの使用は徐々に低下し、最終的にゼロに
なる。また再生可能エネルギー源へのシフトに
よって日本で低炭素経済の発展が促進される。

最終消費者が使用するエネルギー
最終総エネルギー消費量はいずれのパスウェ
イでも2050年までに徐々に減少していくが、

「多大な努力」シナリオの方が減少の度合いが
はるかに大きい（図45)。エネルギー消費量は、
政策介入、エネルギー効率の向上、行動の変化
など様々な要因が重なりあって減少する。部
門別に見ると、最も大きく変化するのは道路
交通と冷暖房によるエネルギー消費量で、道
路交通の場合、バスなどの公共交通機関を利
用する人が増えるのに加えて、自家用車のほ
ぼ 100％がゼロ・エミッション車になる。冷
暖房の場合は、家電製品の省エネ性能向上と
人々の使用習慣の変化が主な減少要因である。

GHG排出量
「努力なし」シナリオの場合、日本が掲げてい
る GHG 排出量の 80％削減という目標の達成
にはほど遠く、排出量削減は限定的で1990年
レベルの約90％に達している。このパスウェ
イでは、日本の技術は進歩せず、消費パター
ンもほとんど変化しない。排出量が減少する
主な要因は人口の低下である。一方、日本の

図 45　分野別エネルギー最終消費
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図 46　排出パスウェイの比較
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レベル）に設定しても、日本の人口減の
影響により2050年に1990年比で9%
のGHGが削減される。

•	 社会シナリオの変化はGHGの排出量に
抜本的な変化をもたらす。例えば、分
かち合いシナリオでは全てのオプショ
ンをレベル 1（努力なしレベル）に設
定すると 2050 年において 1990 年比
28% の GHG が削減される。仮に全て
のオプションをレベル4（最大限努力レ
ベル）に設定すると1990年比87%の
GHG削減が達成される。

•	 2050 年において、GHG を 1990 年比
80%削減という長期目標を達成するに
は、供給側と需要側の双方向における
削減努力が必要となる。

政策決定者と国民が多大な努力を払った場合、
80％削減目標は 2050 年までに達成される。
図46に示されているように、全ての部門（個別・
総合両方）の排出量が目標水準まで低下し、低
炭素技術の採用によってエネルギー効率が大
幅に上昇すると共に、排出量も大きく減少す
る。

これらの低炭素ナビによって導出された二つ
のパスウェイは日本のエネルギー及び排出シ
ナリオに重要な示唆を与えてくれる。様々な
条件の下で計算されたパスウェイを考察した
結果を下記にまとめる。

•	 分かち合い社会シナリオでは 1990 年
比 87% の GHG 削減が可能であり、こ
れは最も野心的な数字である。

•	 二 酸 化 炭 素 回 収 貯 留（CCS） 技 術 は
2025 年に 80% の GHG 削減の達成に
向けて重要な技術である。

•	 原子力発電所の稼働が無くても 2050
年に 1990 年比 80% の GHG 削減は可
能であるが、再生可能エネルギーの最
大限の利用及びCCSの多用が必要であ
る。

•	 再生可能エネルギー発電は短期的には
高価な技術であるが、石油価格が上昇
する中で、長期的には必ずしも高価で
はない。

•	 全てのオプションをレベル1（努力なし
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VII. おわりに
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低炭素経済の実現には、明確な方向性と行動
だけでなく、日本国民の参加が不可欠である。
国民全員が自信を持って行動し、長期計画を立
て、革新的になり、習慣を徐々に変えていく
には統合的アプローチが必要で、そのために
は今下される決断が未来にどのような影響を
及ぼすのかを人々が理解しなければならない。
低炭素ナビは、多様なステークホルダー間の議
論を促進し、様々なエネルギーミックスの基
本的要素や日本の気候変動緩和オプションを
より理解するためのプラットフォームを提供
し、幅広い人々の利用を可能にすると同時に、
多くのフィードバックを得ることもできる。

低炭素ナビは、2014年のエネルギー基本計画
において言及された“3E+S”（エネルギー安全
保障、エネルギー効率、環境保全、安全）に関
する議論を加速させるものである。表6は、低
炭素ナビがこれらの課題にどのように貢献す
るかを示している。

エネルギー安全保障については、ウェブ版低
炭素ナビ（アクセス：http://www.en-2050-
low-carbon-navi.jp/）はエネルギー安全保障
に関するページを設け、二つの指標を設けて
いる。第一に、エネルギー輸入依存度であり、
2010年におけるエネルギー輸入に関する指標
と比較している。第二に、エネルギーの多様
性であり、一次エネルギーにしめる各エネル
ギーの割合を示している。例えば、低炭素ナ
ビでは、上記にて言及した最大努力オプショ
ンでは、エネルギー依存度は2050年において

2010 年比 70% 低い水準になり、エネルギー
依存度が33%に大幅に改善される。また、エ
ネルギーの多様性については、化石燃料の割
合の減少と再生可能エネルギーの割合の増加
が顕著にみられた。

 “3E+S”において示された経済効率性について
も、エネルギーシステムに係わる費用やエネ
ルギー供給技術別コストを計算する“費用”ペー
ジを通じて、低炭素ナビにおいて考察すること
ができる。最大努力シナリオでは、追加的な社
会費用（円/（人・年））は、努力なしシナリオ
と比較して2050年と比較して16万円高くな
る。これらの情報及びより詳細な比較は“費用、
比較”ページに記載されている。ただし、低炭
素ナビのエネルギーシステム費用は“3E+S”に
おいて計算される費用より対象範囲が広いこ
とに注意が必要である。加えて、低炭素ナビ

では発電時の燃料費は計上していない。

2014年のエネルギー基本計画における環境保
全については低炭素ナビの“エネルギー ”、“電
力”のページを用いて議論が可能である。具体
的には、最大努力シナリオにおいては2050年
におけるGHG排出量が1990年比18%となり、
日本政府が掲げた“2050年に80%削減”の道
筋が残されていることを示している。

 “3E+S” における安全性については、原子力
発電所の稼働率において議論が可能である（た
だし、安全を満たす稼働率については定義し
ていない）。各ユーザーは自身の意見を、原発
の再稼働及び新規建設の二つの選択肢を選択
することができる。このような様々なオプショ
ンを通じて、低炭素ナビは日本のINDCに関す
る議論についても役立てることが可能である。

2014年のエネルギー基本計画における“3E+S”
エネルギー 
安全保障 経済効率性 環境への適合 安全性

低炭素ナビに
おける指標

輸入エネルギー依
存度
エネルギーの多様
性

エネルギーシステ
ムに係わる費用
エネルギー供給に
係わる費用

GHG排出総量
電力部門からの排
出量

原発の稼働に係わ
るオプション

表 6　低炭素ナビの "3E+S" 目標への貢献

出典：筆者作成
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出に関する関連データ（軌道データは除く）が
含まれている。また本モデルに基づく分析で
はバイオエネルギーの排出クレジットも考慮
されているが、その軌道は示していない。ま
た国際航空・国際海運部門で日本の排出とみ
なす相当量は含まれていない。

パスウェイは特定の政策に対する政策予測
を反映していない
2050日本低炭素ナビが基礎とするデータは政
府当局や研究機関など多様な情報源から得ら
れたもので、様々な想定の下で予想される排出
パスウェイを示している。低炭素ナビは2011
年の福島原発事故やそれに伴う代替・再生可
能エネルギー源への関心の高まりといった関
連性のある出来事を考慮しながら、2050年ま
でに実現可能な手段を分析しているが、それ
らの未来を実行するための特定の政策を提案
している訳ではない。つまり、低炭素ナビは
詳細な政策枠組みを議論するためのツールで
はなく、排出パスウェイは特定の政策に限ら
ず幅広い議論を促すものである。

低炭素ナビは、一般市民が現状理解を深める
だけでなく、政策決定者の様々な協議・意思
決定プロセスも支援する使い勝手の良い教育・
コミュニケーションツールである。本ツール
が幅広く利用され、ユーザーから多くのフィー
ドバックが寄せられることを祈念する。

低炭素ナビは未来を理解するためのオプショ
ンを提示するツールだが、このアプローチに
は一定の限界があり、低炭素ナビを利用する
にあたって下記の事項に注意が必要である。

低炭素ナビは未来の予測ツールではない
低炭素ナビは、日本が低炭素経済へ移行する
ために必要な変化の規模、ならびに日本が利
用できる選択肢／妥協案を提示する。ただし
未来を予測するわけではなく、言い換えれば、
低炭素ナビは利用可能なパスウェイの範囲を
模索するのには有用だが、提示されたものが
最適なパスウェイだと判断すべきではない。

低炭素ナビは費用最適化モデルではない
低炭素ナビは費用最適化アプローチを採用し
ていない。低炭素ナビの目的は、日本が2050
年目標を達成できる最小コストのパスウェイ
を特定することではなく、様々な想定の下で
対象部門において何が達成できるかを提示す
ることである。上記の制約があるものの、選
択における費用検討の重要性も尊重している。
低炭素ナビはユーザーが選んだパスウェイの
社会で発生する増加費用を示し、選択したパ
スウェイとそれ以外のパスウェイの費用を比
べながらより高度な分析ができるようにして
いる。

日本独自の低炭素ナビ
本モデルは日本の排出量削減とエネルギー安
全保障に関するオプションのみに焦点を当て
て開発され、日本のバイオエネルギーと炭化水
素の輸入、ならびに石油・石油化学製品の輸
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